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研究要旨 
2019年度から年度末に全国アンケート調査を開始し、各地の診療連携体制構築の実態を調査、把握した。全
国的に診療連携体制構築のための会議体の設置は増加しており、特に二次医療圏と市町村レベルでの診療連携
体制構築が進み、連携制度に関する評価も良くなり、さらに良くしていこうという気持ちが見て取れる。一方
で、連携実績の評価では、その把握が難しく、現在進行中の定点観測のデータが重要になってくる。 
連携の状況には地域差があるため、各地の実情に合わせた対応が必要であり、成功事例を横展開していくこ
とが重要である。 

 
Ａ．研究目的 
医療従事者、行政機関、患者・家族、国民全体に

CKDについて普及啓発を行い、より多くの人が腎
疾患対策を実践する体制を構築することを目標と
する。 
 
Ｂ．研究方法 
腎専門医、かかりつけ医、行政との連携体制構築
を推進する。各地の診療連携体制構築の実態を調
査、把握する。 
2019 年度から開始した全国の実施状況の調査を
継続し、経年的な変化を評価する。  
 年度末にアンケート調査（表 1）を JKA の各都
道府県代表、地区幹事に送付した。 
（倫理面への配慮） 
本研究では個人情報は扱わない。 
 
Ｃ．研究結果 
 2020年度、2021年度診療連携体制構築アンケー
ト結果比較のまとめ（表2）と個別連携制度の詳細
調査結果（表3）を表に示す。 
全国的に診療連携体制構築のための会議体の設置

は増加している。専門医リストの作成は伸びてい
ないが、各地で紹介基準が作成されている。 
エリアでのCKD連携制度も増加しており、特に市

町村で増加が顕著である。連携実績については把
握できていない地域が多く、本アンケートの限界
と思われる。 
行政との連携は良好な地域が多いが、医師会との
連携が難しい地域も見受けられた。 
多職種連携に関しても、看護師、栄養士、薬剤師
と満遍なくできており、その数も増加している。
連携している専門団体であるが、歯科医師会との
連携が伸び悩んでいる。 
個別連携制度の詳細調査では、二次医療圏、市町
村レベルでの増加がみられた。これは郡市区の行
政との連携は増えていることに起因するものと思
われる。連携制度に関する全体的評価では、優れ
ている、評価できる・適切であるが増加している
一方で、やや改善を要するも増加していた。 
 
Ｄ．考察 
各地の診療連携体制構築のための会議体の設置は

進んでいるが、専門医リストは思ったほど作成され
ていなかった。また、紹介基準は多くの地域で作成
はされているが、かかりつけ医への蛋白尿検査の普
及や紹介先の体制整備も重要であることがわかっ
た。 
紹介・逆紹介の連携実態の把握は、本アンケート
調査では限界があると考えられ、現在進行中の定点
観測（旭川、千葉、岡山、熊本）のデータが重要に
なってくると考える。 
行政との連携は良好な所が多いが、医師会との連
携は不十分な地域もあり、その理由を明らかにし、
今後の対応を検討する必要がある。 
多職種（看護師、栄養士、薬剤師）との連携は取
れており、腎臓病療養指導士の活躍の場所はあると
思われ、今後積極的な参入を促していく必要がある。 
連携制度に関する全体的評価は良くなっており、
改善を要するという地域も増えているが、これは各
地で積極的に取り組んでいることの現れだと考え
る。しかし、地域の実情が大きく異なるため、画一
的な診療連携体制構築を進めることは難しく、地域
の実情に応じた活動が重要だと思われた。 
今後も継続してアンケート調査を行い、それらの
結果を共有し、成功事例の横展開を進めていく。 
 
Ｅ．結論 
全国各地で二次医療圏と市町村レベルでの診療連
携体制構築が進み、連携制度に関する評価も良くな
り、さらに良くしていこうという気持ちが見て取れ
る。しかし、連携の状況には地域差があるため、各
地の実情に合わせた対応が必要であり、成功事例を
横展開していくことが重要である。 
 
 
Ｇ．研究発表 
1.  論文発表 
 なし 
 
2.  学会発表 
1) 伊藤孝史、柏原直樹：慢性腎臓病（CKD）対策

における地域連携・多職種連携．日本内科学会
総会 教育講演、2022年4月17日 京都 

2) 伊藤孝史：慢性腎臓病（CKD）対策における地
域医療連携体制の現状と課題．第52回日本腎臓
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学会西部学術大会 教育講演、2022年11月18日
熊本 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
1. 特許取得 

  
 
 
 
 
 

なし 
2. 実用新案登録 
 なし 
3.その他 
なし 

 
 
  
 

  

表 1 年度末アンケート調査票 

 
 
表 2 2020/2021年度診療連携体制構築アンケート結果比較 
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表 3 個別連携制度の詳細調査 
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